
　

　

　

　

　
　

 
　

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。
前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

1,214,715,717 0 0 1,214,715,717
47,282,771 0 2,494,403 44,788,368
16,011,126 71,043 0 16,082,169

0 700,000,000 499,250,000 200,750,000
9,806,058,735 499,250,000 892,661,431 9,412,647,304

58,051,716 398,595 0 58,450,311
11,142,120,065 1,199,719,638 1,394,405,834 10,947,433,869

33,857,100 62,040,000 3,077,347 92,819,753
3,212,549 653,400 2,559,149

370,000,000 370,000,000 0
0 420,000,000 0 420,000,000

20,000,000 0 0 20,000,000
53,970,000 0 0 53,970,000
9,025,000 1,140,000 0 10,165,000

45,052,600 4,098,300 12,486,500 36,664,400
535,117,249 487,278,300 386,217,247 636,178,302

11,677,237,314 1,686,997,938 1,780,623,081 11,583,612,171

（１）有価証券の評価基準及び評価方法

（２）棚卸資産の評価基準及び評価方法

（３）固定資産の減価償却の方法

（４）引当金の計上基準

（５）リース取引の処理方法

（６）消費税等の会計処理

　　　  満期保有目的の債券

　　  　満期保有目的の債券並びに子会社株式及び関連会社株式以外の有価証券
　　　　　 償却原価法(定額法）によっている。ただし、重要性が乏しいものについては取得原価により評価している。

　　　　　 期末日の市場価格等に基づく時価法(売却原価は移動平均法により算定）によっている。

　  　　基本財産建物 ： 定額法による減価償却を実施している。
　  　　建物附属設備 ： 定額法による減価償却を実施している。
　　  　構　 　築　　物 ： 定額法による減価償却を実施している。
　　  　什  器   備  品 ： 管理部門に属するものは定額法による減価償却を実施している。
　　  　　　　　　　　　　　 事業部門及び共用資産に属するものは定率法による減価償却を実施している。
　　　  展     示     品 ： 定率法による減価償却を実施している。

　　  　車　　　　　　両 ： 定率法による減価償却を実施している。
　　  　ソ フ ト ウェ ア ： 定額法による減価償却を実施している。

　　　  役員退職慰労引当金 ： 期末退職給与の自己都合要支給額に相当する金額を計上している。

　　  　リ ー ス 資  産 ： リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法により減価償却を実施している。

　　  　賞    与   引   当   金 ： 賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する額を計上している。

　退職給付引当資産

小　　計

合　　計

小　　計

特定資産

　展示・プラネタリウム等取得積立資産

　為替変動積立資産

　施設等整備積立資産

　役員退職慰労引当資産

　建物附属設備

　構築物

基本財産

　基本財産土地

　基本財産建物

　基本財産投資有価証券

　基本財産基金普通預金

　基本財産基金投資有価証券

　基本財産建物減価償却引当資産

　　ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

　　    先入先出法による原価法によっている。
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科     　　目

　　 　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引のうち重要性の乏しいものに

　　　  退  職 給 付 引 当 金 ： 期末退職給与の自己都合要支給額に相当する金額を計上している。

２．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高（単位：円）

財務諸表に対する注記

　

    　  消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

　公益充実資金積立資産

１．重要な会計方針



基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

当期末残高
（うち指定正味

財産からの充当
（うち一般正味
財産からの充

（うち負債に対
応する額）

1,214,715,717 ( 1,214,715,717 ) ( 0 ) -
44,788,368 ( 44,788,368 ) ( 0 ) -
16,082,169 ( 16,082,169 ) ( 0 ) -

200,750,000 ( 200,750,000 ) ( 0 ) -
9,412,647,304 ( 9,404,441,897 ) ( 8,205,407 ) -

58,450,311 ( 0 ) ( 58,450,311 ) -
10,947,433,869 ( 10,880,778,151 ) ( 66,655,718 ) -

92,819,753 ( 56,110,725 ) ( 36,709,028 ) -
2,559,149 ( 1,522,212 ) ( 1,036,937 ) -

420,000,000 ( 0 ) ( 420,000,000 ) -
20,000,000 ( 0 ) ( 20,000,000 ) -
53,970,000 ( 0 ) ( 53,970,000 ) -
10,165,000  -   -  ( 10,165,000 )
36,664,400 　 - 　 -  ( 36,664,400 )

636,178,302 ( 57,632,937 ) ( 531,715,965 ) ( 46,829,400 )
11,583,612,171 ( 10,938,411,088 ) ( 598,371,683 ) ( 46,829,400 )

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。
取得価額 減価償却累計額 当期末残高

138,577,916 93,789,548 44,788,368

96,087,200 3,267,447 92,819,753
3,267,000 707,851 2,559,149

505,076,057 235,111,303 269,964,754
47,510,667 33,717,568 13,793,099

336,324,837 304,522,214 31,802,623
470,814,942 408,457,291 62,357,651
114,584,600 101,774,257 12,810,343

1,894,058 1,894,057 1
3,576,658 3,566,791 9,867

1,717,713,935 1,186,808,327 530,905,608

帳簿価額 時　　価 評価損益
3,200,000,000 2,890,794,000 △ 309,206,000
3,200,000,000 2,890,794,000 △ 309,206,000

つくば市脱炭素
先行地域づくり

事業補助金
つくば市 22,276,265

指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりである。
金　　額

2,243,328
2,494,403
4,737,731

貸借対照表
上　の記載区

37,600,000 57,632,937 指定正味財産

補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。

2,243,328

合　　計

　　特定資産減価償却費計上による振替額
　　基本財産建物減価償却費計上による振替額

合　　計

補助金等の名称 交　付　者 前期末残高 当期増加額 当期減少額

経常収益への振替額

   構築物

   什器備品

   展示品

   リース資産

   車両

６．補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高(単位：円)

科    　　 目

   基本財産建物

   建物附属設備

　建物附属設備

　構築物

　退職給付引当資産

基本財産

７．指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳（単位：円）

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次のとおりである。

　基本財産基金投資有価証券

小　　計

　為替変動積立資産

　施設等整備積立資産

　役員退職慰労引当資産

　基本財産建物減価償却引当資産

小　　計

　公益充実資金積立資産

５．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益（単位：円）

当期末残高

内　　　　容

特定資産

　基本財産投資有価証券

科     　　目

４．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高（単位：円）

３．基本財産及び特定資産の財源等の内訳（単位：円）

合　　計

　基本財産土地

　基本財産建物

　基本財産基金普通預金
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   建物附属設備

   構築物

基本財産

特定資産

その他固定資産

   ソフトウェア

合　　計

科   　　  目
円建外債



　

　

　

      定の金額を限度としている。なお、投機目的のデリバティブ取引は行わない方針である。

      より資産運用する。
　      当法人は、法人運営の財源の多くを運用益によって賄うため、債券、デリバティブ取引を組み込んだ複合金融商品に

　      当法人が利用するデリバティブ取引は、デリバティブを組み込んだ複合金融商品（仕組債、仕組預金）のみであり、一

   ②信用リスクの管理

（２）金融商品の内容及びそのリスク

（３）金融商品のリスクに係る管理体制

     の変動リスク、為替の変動リスク及び市場価格の変動リスク）にさらされている。

　　　   債券及び仕組債については、発行体の信用情報や時価の状況を定期的に把握し、理事会に報告する。

   ①資産運用規程に基づく取引

（１）金融商品に対する取組方針

　      投資有価証券は、債券、デリバティブ取引を組み込んだ債券（仕組債）であり、発行体の信用リスク、市場リスク（金利

８．金融商品の状況に関する事項
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　　　  金融商品の取引は、当法人の資産運用規程に基づき行う。


